和泉市生涯学習人材データバンク実施要綱

（目的）

第１条　生涯学習に関する豊富な知識や技能等を有する個人又は団体を登録し、その情報を広く市民に提供することによって、市民の自主的な学習活動を支援することを目的として、和泉市生涯学習人材データバンク（以下、「データバンク」という。）を実施する。
（登録者の要件）

第２条　データバンクに登録できる者（以下「登録希望者等」という。）は、満１８歳以上の
者で、市民の生涯学習活動の推進に深い理解と熱意を有する者とする。
２ 団体で登録を希望する場合、代表者及び実際に活動を行う者は満１８歳以上でなければならない。
（登録手続）

第３条　登録希望者等は、和泉市生涯学習人材データバンク登録書（様式第１号）に必要な事項を記入し、生涯学習担当部署に提出するものとする。
（登録情報）

第４条　登録できる情報（以下、「登録情報」という。）は、次の各号に掲げるものとする。

（１）氏名（芸名）又は団体名

（２）性別

（３）年齢

（４）住所

（５）連絡先

（６）活動分野

（７）活動日時

（８）活動場所

（９）活動履歴

（１０）報償及び交通費

（１１）ＰＲ

（届出）

第５条　データバンクに登録された個人又は団体等（以下、「登録者等」という。）は、登録情報に変更が生じた場合や、年度途中に登録を抹消したい場合は、和泉市生涯学習人材データバンク登録変更・抹消届（様式第２号）に必要な事項を記入し、生涯学習担当部署に提出するものとする。

（登録者の責務）

第６条　登録者等は、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。
（１）誠意をもって事業遂行にあたること

（２）利用者等と事業の詳細等について協議、交渉及び調整し、事業の円滑な運営に努めること
（３）事業を遂行するうえで知りえた個人情報については、みだりに他人に知らせ、又は目的外に使用しないこと
（登録の制限）

第7条　次の各号のいずれかに該当する場合は、登録を取り消し、又は登録を拒否することができる。

（1） 本事業の目的に反する場合

（2） 虚偽があった場合

（3） 特定の政党や候補者又は宗教への支援及び勧誘等を目的とする場合

（4） 専ら営利を目的とする場合

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第
２号に規定する暴力団の利益となるおそれがあると認められる場合
（６）前各号に掲げるもののほか指導者又は講師の人格として適当でないと認められる場合

（情報提供）

第8条　第４条各号に掲げる登録情報のうち、第３号から第５号までに掲げるもの以外の情報は、次の各号に掲げる媒体を通じて、広く市民に提供されるものとする。

（１）データバンク登録台帳（様式第３号）

（２）和泉市ホームページ

（３）その他教育委員会が適当と認める媒体
２　第４条各号に掲げる登録情報のうち、第３号から第５号までに掲げる情報は、第１０条に定める利用者等から依頼があった場合に、当該利用者等にのみ提供するものとする。
（登録情報の反映時期及び期間）

第９条　毎月２０日（当日が閉庁日の場合は翌営業日。）を基準日とし、当日までに提出された登録申請書は、その翌月１日（当日が閉庁日の場合は翌営業日。）より前条に掲げる媒体に反映され、当該年度の末日まで広く市民に提供されるものとする。

（利用者の責務）

第１０条　データバンクを利用しようとする個人又は団体等（以下、「利用者等」という。）

は、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。

（１）誠意をもって事業遂行にあたること
（２）自己責任において、直接登録者等と事業の詳細等について協議、交渉及び調整し、事業の円滑な運営に努めること
（利用の制限）

第１１条　利用者等が次の各号のいずれかに該当する場合は、利用を拒否することができる。

（1） 本事業の目的に反する場合

（2） 虚偽があった場合

（3） 特定の政党や候補者又は宗教への支援及び勧誘等を目的とする場合

（4） 専ら営利を目的とする場合

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第
２号に規定する暴力団の利益となるおそれがあると認められる場合
（６）前条の各号に掲げる事項を遵守できない場合

（７）その他公序良俗に反すると認められる場合

附　則（平成23年1月24日）

この要綱は、令達の日から施行する

附　則（平成24年9月10日）

この要綱は、令達の日から施行する
附　則（平成31年4月26日）

この要綱は、令達の日から施行する
附　則（令和3年4月1日）

この要綱は、令達の日から施行する
